
平成１９年度住宅市街地整備推進協議会事業報告 

 

１ 幹事会議の開催 

     第１回  平成１９年 ５月１４日（月）    於  全国都市会館 

               <内容> 第 17 回全国会議議題について 

     第２回  平成２０年 １月２１日（月）    於  国土交通省 

               <内容> ① 平成 20 年度政府予算原案内示内容の説明 

           ② 平成 19 年度協議会活動について 

           ③ 住宅市街地整備研修会について 

 

２ 第１７回住宅市街地整備推進協議会全国会議の開催 

     平成１９年６月７日（木）、８日（金）   於  熊本県熊本市 

               <内容> ① 平成 19 年度予算内容等の説明 

           ② 住市総等事業地区事例研究 

 

３ 住宅市街地整備研修会 

     平成１９年８月３０日（木）、８月３１日（金）  於  建築会館ホール 

 

４ 部会活動 

   ＜密集事業部会＞ 

・密集市街地再生フォーラムの開催（後援） 

       平成１９年５月２４日（木） 於 国士舘大学世田谷キャンパス 

 

・防災街区整備事業等推進会議の開催 

       平成１９年６月７日（木） 於 熊本県熊本市 

              <内容> ①密集市街地整備法改正の概要について 

           ②防災街区整備地区計画について 

           ③各地域 WG における取り組みについて 

・防災街区整備事業等推進会議地域 WG の開催 

<内容> 密集市街地整備に係る情報提供、意見交換等 

 

５ その他調査研究等 

住宅市街地整備通信の発行（vol.1（平成 19 年 12 月）、vol.2（平成 20 年 3 月）） 

事例集冊子作成 

 





（別紙） 

 

  第１７回住宅市街地整備推進協議会全国会議収支報告 

 

 項 目 金 額 摘 要 

 参加費 

 協議会負担金 

 利息 

１７８,０００円

１,９４０,３４５円

７５４円

収
入
の
部 

 収入 計 ２,１１９,０９９円

@2,000 円×89 名分 

住宅市街地整備推進協議会予算より支出

 会議費 

 現地研修会費 

 

１,８２５,６４９円

２９３,４５０円支
出
の
部 

 支出 計 ２,１１９,０９９円

会場使用料、テキスト代等 

 

 

※ 平成 20 年 1 月 21 日開催の平成 19 年度第 2 回幹事会議において、熊本県より報告され確認している。 

 

以 上 

 



平成２０年度  住宅市街地整備推進協議会事業計画（案） 

 

会議名称等 内       容 時 期 等 

ブロック会議 
 ・平成20年度幹事の選出 

 ・平成21年度政府予算に対する各ブロックの要望について集約 

 ～４月 

 ・平成19年度事業報告・決算報告 

 ・平成20年度事業計画案・予算案 

 ・平成21年度要望事項等 

 ５月９日 

 

 
幹 事 会 議 

 ・平成21年度政府予算に係る説明  １月下旬予定 

全 国 会 議 

 ・平成19年度事業報告・決算報告 

・平成20年度事業計画案・予算案 

 ・平成20年度役員選出 

 ・平成21年度要望事項等 

 ・研究会・その他 

６月１１日～１２日 

住宅市街地整備研修 

・建築資産を活用した 

地域活性化 

・密集市街地の安全 

安心のまちづくり 

・国土交通省市街地住宅整備室から住市総、街なみ事業制度等

の概要及び平成20年度制度改正点等の説明 等 

・事業実施事例報告 

７月１７日～１８日 

（東京：発明会館） 

７月２４日～２５日 

（大阪：大阪市立住まい

情報センター） 

部 会 活 動 

 ・部会幹事会議 

・ブロック部会活動 

・防災街区整備事業等推進会議 

 ・都心居住推進分科会 

 

 

調 査 研 究 

・情報交換のための情報誌「住宅市街地整備通信」の発行 

（年３回程度発行、３事業事例紹介、最新関連情報の掲載、

冊子作成 等） 

 

そ の 他 ・会員名簿作成  

 



平成２０年度 住宅市街地整備推進協議会予算（案） 

 

区分 経 費 項 目 予 算 額 備  考 

 繰越金      9,295,482 円  

 会 費      7,220,000 円  

 地方公共団体等※ 
     6,700,000 円

120,000 円

 ＠50,000×134 団体 

 ＠20,000×6 団体 

 住宅金融支援機構 200,000 円  

（
内 

 

訳
）

 都市再生機構 200,000 円  

 雑収入 4,518 円  預金利子等 

収 
 
 
 
 
 

入 

        計    16,520,000 円  

 会議費     2,300,000 円

 内訳 

北海道東北 300,000 円 

関東甲信  400,000 円 

東海北陸  300,000 円 

近畿    350,000 円 

中国四国  300,000 円 

九州    350,000 円 

幹事会議  300,000 円 

 全国会議開催費     2,500,000 円  

 研修会負担金    1,500,000 円  住宅市街地整備研修会 

 印刷・通信費 400,000 円  

 調査研究･広報活動費    7,300,000 円
事業用資料作成等 
（内 3,200,000 円は調査研究費と

して H19 年度予算措置済） 

 予備費    2,220,000 円  

庶務業務委託費 300,000 円  

支 
 
 
 
 
 
 
 

出 

        計    16,520,000 円  

 



平 成 ２ ０ 年 度 役 員 選 出 （ 案 ）  

 （ブロック会議による選出） 
 
   ①  幹事  ＊：ブロック代表 

       北海道･東北ブロック         北海道＊      福島県 

    関東･甲信ブロック           栃木県＊      東京都 

     東海･北陸ブロック           愛知県＊      新潟県 

       近畿ブロック              和歌山県＊      神戸市 

       中国･四国ブロック           広島県＊      香川県 

    九州ブロック                福岡市＊      沖縄県 

 （部会による選出） 
 
   ②  部会幹事               住市総事業部会    密集事業部会    街なみ事業部会

       北海道･東北ブロック       岩手県           秋田県           青森県 

       関東･甲信ブロック         長野県          神奈川県          千葉市 

                                 川崎市           埼玉県          大多喜町 

                                 朝霞市           千葉県 

                                 品川区           北 区 

       東海･北陸ブロック        名古屋市          愛知県           石川県 

       近畿ブロック              兵庫県           滋賀県           福井県 

                                 大阪府           堺  市 

       中国･四国ブロック         広島市           山口県           鳥取県 

       九州ブロック              福岡市           沖縄県           福岡県 

 （全国会議による選出） 
 

③ 協議会代表                川 崎 市    （案） 

④ 協議会副代表               東 京 都     （案） 

                         石 川 県       （案） 

                          高 知 県       （案） 

⑤ 監 査                    横 浜 市      （案） 

                         奈 良 県    （案） 

⑥ 部会長  ・住市総事業部会              長 野 県     （案） 

               ・密集事業部会                滋 賀 県     （案） 

               ・街なみ事業部会              青 森 県       （案） 

 
 




